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１．Ｎ－バスが該当する地域内フィーダー系統の概要について

（１）地域内フィーダー系統のイメージ

・補助の適用を受けるには、下記①～⑥の全ての要件に適合することが必要となる。

①路線定期運行（Ｎ－バスに該当する内容のみ記載）

②次のいずれかの要件を満たす系統（Ｎ－バスに該当する内容のみ記載）

1）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統であること

2）交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること

※Ｎ－バスの場合は、半径１㎞以内にバス停、鉄軌道駅がない地域を交通不便地域

としての指定を受ける必要がある。

③地域における既存の交通ネットワークや生活交通確保維持改善計画の地域間幹線系

統に係る部分の記載との調整・整合が図られている

④前年度補助対象期間中に補助金交付を受けている（Ｎ－バスに該当する内容のみ記載）

⑤経常赤字が見込まれる

⑥補助対象期間の末日（9月 30日）において引き続き運行される

★Ｎ－バスでの適合のポイントは上記の要件②となる。

＜上記の要件②を満たす系統のイメージ図＞

1）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統のイメージ図

2）交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統のイメージ図

半径１㎞

資料３－３

フィーダー系統(路線運行)
(補助対象)
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（２）Ｎ－バスで要件②を満たす系統

1）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統

・Ｎ－バスが接続する他市の路線の中において、補助対象地域間幹線系統の指定を受けた

路線は、下記の日進市の路線である。

●日進市くるりんばす：五色園線（Ｎ－バスと長久手古戦場駅で接続）

・上記の路線に接続するＮ－バスの中央循環線（右回り、左回り）が、補助対象地域間幹

線バス系統のフィーダー系統として適合する路線となる。

補助対象地域間幹線系統との接続箇所図

長久手古戦場駅で接続

くるりんばす

五色園線
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2）交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統

・半径１㎞以内にバス停、鉄軌道駅がない範囲は下図のとおりとなり、Ｎ－バスの三ケ峯

線がその１キロ圏外を運行し、交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィー

ダー系統として適合する路線となる。

既存駅・バス停（リニモ・名鉄バス）から１キロ圏外の範囲図

（３）Ｎ－バスで要件②を満たす系統のまとめ

地域公共交通確保維持改善事業のフィーダー系統の要件を満たす路線は、下記のとおりと

なる。

1）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統

・中央循環線（右回り、左回り）

2）交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統

・三ケ峯線

リニモの

公園西駅で接続
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（４）これまでの国からの補助額

現時点の補助制度では、補助金は毎年度交付される。

補助額については、定められた計算方法に基づいて算出したＮ－バス対象路線の補助対象経

費の２分の１が国庫補助額となる。

一方、国庫補助上限額の計算式が別途定められており、毎年度見直される。今年度（令和元

年度事業分）の計算式は下記のとおりとなっており、補助対象経費の２分の１の額が国庫補助

上限額を上回るため、長久手市の場合は国庫補助上限額が補助額となっている。

なお、補助対象期間（令和元年度事業：令和元年１０月１日～令和２年９月３０日）の補助

対象経費の算定は、国の制度変更によって、平成３０年度の国庫補助申請より、見込み額で算

定する方式から運行実績で算定する方式に見直されたため、生活交通確保維持改善計画の提出

時に示すことができる算定結果は国庫補助上限額のみとなっている。

これまでの国からの補助額の推移

※１：申請期間は、令和元年度事業分の場合は「令和元年 10月 1日～令和２年 9月 30日」の１
年間が対象となっている。

※２：平成 24年度事業分については、事業創設当時の経過措置で半年分の申請となっている。

事業年度 補助対象経費の２分の１ 国庫補助上限額（補助金）

平成２４年度事業分 １３，８４８ ６，００８

平成２５年度事業分 ２０，８９５ ９，４００

平成２６年度事業分 ２１，１３５ ７，４５５

平成２７年度事業分 ２１，２２０ ６，７７７

平成２８年度事業分 ２１，５６７ ４，１５５

平成２９年度事業分 ２１，８０５ ４，７３３

平成３０年度事業分 ２１，７４０ ４，５３２

平成３１年度事業分

（令和元年度事業分）
－ ３，１９４

令和２年度事業分

（今回申請）
－ 算定式公表次第計算

（単位：千円）

公表次第差し替え予定
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２．長久手市生活交通確保維持改善計画の概要について

（１）生活交通確保維持改善計画に記載が必要となる事項

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性
２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果
３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体
４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者
５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者
６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称
７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定手法※１
８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が
３回以上で足りると認めた系統の概要※２

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広
域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されて
いる」認めた市町村の一覧※２

１０．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な
効果目標、実施時期及びその他特記事項※２

１１．外客来訪促進計画との整合性
１２．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要
１３．車両の取得に係る目的・必要性※３
１４．車両の取得に係る定量的な目標・効果※３
１５．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の負担者※３
１６．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改善

に係る計画※３
１７．協議会の開催状況と主な議論
１８．利用者等の意見の反映状況
１９．協議会メンバーの構成員

（２）生活交通確保維持改善計画の内容

2-1．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

１）背景と目的

長久手市では平成10年７月にＮ－バスの運行を始め、現在は以下の４つを運行目的とし
ている。

①市内交通空白地帯の解消 ②公共施設の利便性向上

③高齢者や子供等の交通弱者の社会参加の促進 ④子育て支援

平成17年３月のリニモ開業を契機として、市を取り巻く公共交通体系は大きく変わり、
平成21年９月に路線再編を行い、平成23年４月にバス車両を１台増車して一部見直しを行
い、さらに平成28年４月に一部見直しを行い、実証運行を続けている。
利用者数は増加傾向で推移し、Ｎ－バスは市民にとって欠かせないものとなっており、

Ｎ－バスの本格運行を行うため地域公共交通確保維持改善事業に取り組む。

２）必要性

長久手市では、平成21年10月に平成21年度下期～平成25年度の計画期間で「長久手市地
域公共交通総合連携計画」を策定し、引き続き平成26年５月に「第２次長久手市地域公共
交通総合連携計画」を策定した。さらに国の動向に対応した計画とするため、「第２次長

久手市地域公共交通総合連携計画」を活かして引き継いで「長久手市地域公共交通網形成

計画」を策定し、その計画期間満了を受けて、平成30年度には「第２次長久手市地域公共
交通網形成計画」を策定し、令和５年度までに公共交通の利便性を高めるための具体的な

取組を行うこととしている。

取組を確実に実行し継続していくため、今後３ヵ年の生活交通確保維持改善計画を策定

し、地域公共交通確保維持改善事業に取り組むことが必要となっている。

※２：陸上交通の「地域内フィーダー

系統確保維持費国庫補助金」を

活用するため、記載の対象外

※３：補助対象期間内での車両の新規購入

や代替がないため、記載の対象外

※１：法定協議会(地域公共交通会議)を補
助対象としないため、記載の対象外
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2-2．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

１）事業の目標

■第２次長久手市地域公共交通網形成計画の目標達成指標と目標

■将来像

みんながつながり笑顔があふれる公共交通
公共交通に関わる課題を解消し、利便性の高い公共交通サービスの提供によって、人々の生

活を支え、交流を育むことにつなげるために将来像及び基本方針を次のとおり掲げ、よりよい

公共交通の実現を目指す。

■公共交通に関する取組の基本方針

基本方針１：各公共交通の連携

基本方針２：まちの変化への対応と持続性の確保

基本方針３：多様な移動ニーズへの対応

基本方針４：利用促進による維持・活性化

将来像 目 標 評価指標 現況値
目標値

【目標年次：2023 年度】

みんながつながり

笑顔があふれる

公共交通

市内公共交通の

利用者数の増加

・市内各公共交通の

利用者数

・リニモ：4,138,781人/年
（市内 6駅の乗車客数）
・名鉄バス：794,000人/年
（市内バス停利用者数）

・Ｎ－バス：261,821人/年

リニモ：4,390,000人/年
（市内 6駅の乗車客数）
名鉄バス：794,000人/年
（市内バス停利用者数）

Ｎ－バス：271,000人/年

基本方針 目 標 評価指標 現況値
目標値

【目標年次：2023 年度】

基本方針１：

各公共交通の連携

市内公共交通の

利便性の向上

・各公共交通を利用

している人の割合

の増加

・リニモ ：54.0％
・名鉄バス：34.5％
・Ｎ－バス：22.9％

リニモ：57％以上
名鉄バス：37％以上
Ｎ－バス：25％以上

基本方針２：

まちの変化への対

応と持続性の確保

効率的な

公共交通の確保

・隣接市コミュニティ

バスと接続している

ことの効果の向上

・54.1％（「役に立った」
「やや役に立った」の回

答割合の合計）

60％以上

・Ｎ－バスの 1 便当

たり利用者数の増

加

・Ｎ－バス：9.8人/便 Ｎ－バス：11.4人/便

基本方針３：

多様な移動ニーズ

への対応

公共交通に

対する

満足度の向上

・公共交通を便利に

する取組の満足度

の向上

・19.7％（「満足」「ほぼ
満足」の回答割合の合

計）

25％以上

基本方針４：

利用促進による

維持・活性化

公共交通に

対する

市民意識の向上

・公共交通利用を考

える意識の向上

・22.1％（「公共交通利用
を第一に考える」回答割

合の合計）

25％以上

・各公共交通を利用

しない理由で「バス

がどのように走って

いるか分からない」

という回答割合の

減少

・名鉄バス：24.5％
・Ｎ－バス：28.1％

名鉄バス：20％未満
Ｎ－バス：20％未満
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【Ｎ－バス補助対象系統の目標】

第２次地域公共交通網形成計画で掲げた目標のうち、Ｎ－バスに関わる下記①・②の目

標について、Ｎ－バス路線全体の目標値を路線単位で按分する。

① 市内公共交通の利用者数の増加

② 効率的な公共交通の確保

形成計画の2023年度（令和5年度）の目標値に対し、補助対象期間（2019年（令和元年）
10月1日～2020年（令和2年）9月30日）の目標値は直線補完で設定し、Ｎ－バスの補助対
象系統の目標を下表のとおり設定する。

２）事業の効果

定量的な目標を達成することにより、次の効果が期待される。

・公共交通の満足度の向上による公共交通の利用者数の増加

・みんなが利用しやすい公共交通システムの確立

・公共交通をみんなで育むという意識の向上

・市民参加意識の向上による公共交通の利用促進への寄与

・自動車利用の適正化

補助対象路線

① 市内公共交通の利用者数

の増加
② 効率的な公共交通の確保

2017年度実績
（2017.04
～2018.03）

目 標

（2019.10
～2020.09）

2017年度実績
（2017.04
～2018.03）

目 標

（2019.10
～2020.09）

中央循環線右まわり 48,569人/年 49,279人/年 12.2人/便 12.4人/便

中央循環線左まわり 46,470人/年 47,149人/年 11.7人/便 13.1人/便

三ケ峯線 32,746人/年 33,224人/年 11.3人/便 13.1人/便
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2-3．目標を達成するために行う事業及びその実施主体
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2-4．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者

１）運行路線

２）運行系統の概要

※１：12/29～1/3の年末年始は運休

※２：北部線と東部線は毎月第１月曜日を運休

路 線 １日運行本数 運行日 使用車両 運行事業者

中央循環線（右回り） １１ 毎日

小型バス５台で

各路線を運行
名鉄バス㈱

中央循環線（左回り） １０ 毎日

福祉の家線 １０ 毎日

西部循環線（右回り） ６ 毎日

西部循環線（左回り） ６ 毎日

藤が丘線 ７ 毎日

三ケ峯線 ７ 毎日

北部線 ５ 毎日 ワンボックス車両

１台で各路線を運行東部線 ５ 毎日

合 計 ６７ － － －
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３）料金

１乗車１００円とし、下記の方の料金は無料とする。

ただし、「市役所」「福祉の家」「杁ヶ池公園駅北口・南口」の３箇所の乗り継ぎポイ

ントでは、運転手が発行する『乗継券』により他の路線の利用を可能とする。

＜運賃無料の対象＞

１）中学生以下の小人

２）長久手市が発行した赤色の「あったかぁど」を携帯している人

３）就学前の児童１人につき同伴の保護者１人

４）妊婦

５）身体障害者手帳の所持者と付添者１人

６）療育手帳の所持者と付添者１人

７）被爆者健康手帳の所持者と付添者１人

８）精神障害者保健福祉手帳の所持者と付添者１人

４）計画期間

生活交通確保維持改善計画の計画期間は３か年であり、令和元年度から令和４年度まで

となる。その中で第２次長久手市地域公共交通網形成計画に掲げる主要施策と計画事業を

実施・検討する。

５）地域公共交通確保維持改善事業の活用路線

補助事業の基準への適合性を考慮して、陸上交通の「地域内フィーダー系統確保維持費

国庫補助金」を活用することとし、以下の３路線を対象とする。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和元年度

事業

該当する要件 補助対象路線 補助対象事業者

補助対象地域間幹線バス系統の

フィーダー系統

中央循環線（右回り）

名鉄バス㈱
中央循環線（左回り）

交通不便地域における地域間交通

ネットワークのフィーダー系統
三ケ峯線
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2-5．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者

●長久手市

2-6．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称

●名鉄バス株式会社

2-7．外客来訪促進計画との整合性

●外客来訪促進計画を策定していないため、「該当なし」

2-8．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

●人口集中地区以外の人口

14,217 人

●交通不便地域人口

89人

人口集中地区以外の範囲

既存駅・バス停（リニモ・名鉄バス）から１キロ圏外の範囲
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2-9．協議会の開催状況

開催年度 会議回数 会議開催日

平成２０年度

第 １回会議 平成２０年１１月２５日（火）

第 ２回会議 平成２０年１２月２２日（月）

第 ３回会議 平成２１年 １月１９日（月）

第 ４回会議 平成２１年 ２月 ６日（金）

平成２１年度

第 ５回会議 平成２１年 ４月 ７日（火）

第 ６回会議 平成２１年 ４月２８日（火）

第 ７回会議 平成２１年 ５月２８日（木）

第 ８回会議 平成２１年 ７月 ７日（火）

第 ９回会議 平成２２年 １月２７日（水）

平成２２年度

第１０回会議 平成２２年 ６月１８日（金）

第１１回会議 平成２２年 ９月１３日（月）

第１２回会議 平成２２年１１月 １日（月）

第１３回会議 平成２２年１２月１３日（月）

第１４回会議 平成２３年 １月２８日（金）

第１５回会議 平成２３年 ３月２５日（金）

平成２３年度

第１６回会議 平成２３年 ６月２７日（月）

第１７回会議 平成２３年 ９月１６日（金）

第１８回会議 平成２３年１２月２１日（水）

第１９回会議 平成２４年 １月３０日（月）

平成２４年度

第２０回会議 平成２４年 ６月２１日（木）

第２１回会議 平成２４年１０月１９日（金）

第２２回会議 平成２５年 ３月２６日（火）

平成２５年度

第２３回会議 平成２５年 ５月３０日（木）

第２４回会議 平成２５年 ８月２９日（木）

第２５回会議 平成２５年１１月２７日（水）

第２６回会議 平成２６年 ２月２０日（木）

第２７回会議 平成２６年 ３月２７日（木）

平成２６年度

第２８回会議 平成２６年 ５月２６日（月）

第２９回会議 平成２６年 ９月 ２日（火）

第３０回会議 平成２６年１２月１７日（水）

第３１回会議 平成２７年 ３月２５日（水）

平成２７年度

第３２回会議 平成２７年 ５月２５日（月）

第３３回会議 平成２７年 ８月 ３日（月）

第３４回会議 平成２７年 ９月２５日（金）

第３５回会議 平成２７年１２月２２日（火）

第３６回会議 平成２８年 ３月１５日（火）

平成２８年度

第３７回会議 平成２８年 ５月３０日（月）

第３８回会議 平成２８年１０月２６日（水）

第３９回会議 平成２９年 １月２５日（水）

平成２９年度

第４０回会議 平成２９年 ５月３１日（水）

第４１回会議 平成２９年 ８月 ３日（木）

第４２回会議 平成３０年 １月３０日（火）

平成３０年度

第４３回会議 平成３０年 ６月 １日（金）

第４４回会議 平成３０年 ８月 ３日（金）

第４５回会議 平成３０年１０月１５日（月）

第４６回会議 平成３０年１２月 ７日（月）

第４７回会議 平成３１年 ３月１３日（水）

令和元年度 第４８回会議 令和 元年 ６月 ５日（水）
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2-10．利用者等の意見の反映状況

これまでに、利用者アンケートを３回、住民アンケートを６回、パブリックコメントを

６回、住民説明会や利用促進イベント等を５回行った。

2-11．協議会メンバーの構成員

長久手市地域公共交通会議の委員として、主宰市２名、都道府県１名、交通事業者及び

事業者団体４名、地域住民２名、地方運輸局１名、運転者が組織する団体１名、道路管理

者１名、都道府県警察１名、学識経験者２名の、計１５名で構成している。


